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【公報種別】特許法第１７条の２の規定による補正の掲載
【部門区分】第７部門第３区分
【発行日】平成24年11月29日(2012.11.29)

【公開番号】特開2011-87212(P2011-87212A)
【公開日】平成23年4月28日(2011.4.28)
【年通号数】公開・登録公報2011-017
【出願番号】特願2009-240054(P2009-240054)
【国際特許分類】
   Ｈ０４Ｌ  27/00     (2006.01)
   Ｈ０４Ｌ  27/02     (2006.01)
   Ｈ０４Ｌ  27/20     (2006.01)
   Ｈ０４Ｂ   5/02     (2006.01)
   Ｇ０６Ｋ  17/00     (2006.01)
   Ｇ０６Ｋ  19/07     (2006.01)
【ＦＩ】
   Ｈ０４Ｌ  27/00    　　　Ｚ
   Ｈ０４Ｌ  27/02    　　　Ｚ
   Ｈ０４Ｌ  27/20    　　　Ｚ
   Ｈ０４Ｂ   5/02    　　　　
   Ｇ０６Ｋ  17/00    　　　Ｆ
   Ｇ０６Ｋ  19/00    　　　Ｈ

【手続補正書】
【提出日】平成24年10月12日(2012.10.12)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　相互に通信する機器であって、データをＡＳＫ変調して送信する第１の機器とデータを
負荷変調して送信する第２の機器のうち、自分が前記第１の機器の一部として動作するか
、または前記第２の機器の一部として動作するかを判定する動作判定手段と、
　自分が前記第１の機器の一部として動作すると判定された場合、前記第２の機器により
生成された送信信号を直交検波することで得られた同相信号および直交信号に基づいて、
前記送信信号の位相変化を検出し、検出された位相変化に基づいて、前記第２の機器が送
信してきたデータを復調する第１の復調制御手段と、
　自分が前記第２の機器の一部として動作すると判定された場合、
　前記第１の機器の通信方式の推定結果が所定の通信方式であるとき、前記第１の機器に
より生成された送信信号を包絡線検波することで得られた検波信号に基づいて、前記送信
信号の振幅変化を検出し、検出された振幅変化に基づいて、前記第２の機器が送信してき
たデータを復調する第２の復調制御手段とを備える
　復調装置。
【請求項２】
　自分が前記第２の機器の一部として動作すると判定された場合、前記第１の機器の通信
方式の推定結果が所定の通信方式以外の通信方式であるとき、
　前記第１の復調制御手段は、
　前記同相信号または前記直交信号のいずれか一方に基づいて、前記送信信号の振幅変化



(2) JP 2011-87212 A5 2012.11.29

を検出し、検出された振幅変化に基づいて、前記第２の機器が送信してきたデータを復調
する
　請求項１に記載の復調装置。
【請求項３】
　前記第１の復調制御手段は、
　前記送信信号を直交検波することで得られた同相信号および直交信号を出力する直交検
波手段と、
　前記同相信号および前記直交信号のそれぞれをＡ／Ｄ変換して２つのデジタル信号を出
力するＡ／Ｄ変換手段と、
　前記２つのデジタル信号に基づいて、前記第２の機器が送信してきたデータを復調する
第１のデジタル復調手段とを有し、
　前記第２の復調制御手段は、
　前記送信信号を包絡線検波することで得られた検波信号を出力する包絡線検波手段と、
　前記検波信号をＡ／Ｄ変換してデジタル信号を出力するＡ／Ｄ変換手段と、
　前記デジタル信号に基づいて、前記第２の機器が送信してきたデータを復調する第２の
デジタル復調手段とを有する
　請求項２に記載の復調装置。
【請求項４】
　前記所定の通信方式は、ＩＳＯ／ＩＥＣ１４４４３に規定されるＴｙｐｅＡの通信方式
である
　請求項１に記載の復調装置。
【請求項５】
　動作判定手段が、相互に通信する機器であって、データをＡＳＫ変調して送信する第１
の機器とデータを負荷変調して送信する第２の機器のうち、自分が前記第１の機器の一部
として動作するか、または前記第２の機器の一部として動作するかを判定し、
　自分が前記第１の機器の一部として動作すると判定された場合、
　第１の復調制御手段が、前記第２の機器により生成された送信信号を直交検波すること
で得られた同相信号および直交信号に基づいて、前記送信信号の位相変化を検出し、検出
された位相変化に基づいて、前記第２の機器が送信してきたデータを復調し、
　自分が前記第２の機器の一部として動作すると判定された場合、
　前記第１の機器の通信方式の推定結果が所定の通信方式であるとき、
　第２の復調制御手段が、前記第１の機器により生成された送信信号を包絡線検波するこ
とで得られた検波信号に基づいて、前記送信信号の振幅変化を検出し、検出された振幅変
化に基づいて、前記第２の機器が送信してきたデータを復調するステップ
　を含む復調方法。
【請求項６】
　相互に通信する機器であって、データをＡＳＫ変調して送信する第１の機器とデータを
負荷変調して送信する第２の機器のうち、自分が前記第１の機器の一部として動作するか
、または前記第２の機器の一部として動作するかを判定する動作判定手段と、
　自分が前記第１の機器の一部として動作すると判定された場合、前記第２の機器により
生成された送信信号を直交検波することで得られた同相信号および直交信号に基づいて、
前記送信信号の位相変化を検出し、検出された位相変化に基づいて、前記第２の機器が送
信してきたデータを復調する第１の復調制御手段と、
　自分が前記第２の機器の一部として動作すると判定された場合、
　前記第１の機器の通信方式の推定結果が所定の通信方式であるとき、前記第１の機器に
より送信信号を包絡線検波することで得られた検波信号に基づいて、前記送信信号の振幅
変化を検出し、検出された振幅変化に基づいて、前記第２の機器が送信してきたデータを
復調する第２の復調制御手段とを備える復調装置を有し、
　他の機器から送信された送信信号を、前記復調装置を用いて復調する
　電子機器。
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【手続補正２】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００１３
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００１３】
　本発明の第１の側面は、相互に通信する機器であって、データをＡＳＫ変調して送信す
る第１の機器とデータを負荷変調して送信する第２の機器のうち、自分が前記第１の機器
の一部として動作するか、または前記第２の機器の一部として動作するかを判定する動作
判定手段と、自分が前記第１の機器の一部として動作すると判定された場合、前記第２の
機器により生成された送信信号を直交検波することで得られた同相信号および直交信号に
基づいて、前記送信信号の位相変化を検出し、検出された位相変化に基づいて、前記第２
の機器が送信してきたデータを復調する第１の復調制御手段と、自分が前記第２の機器の
一部として動作すると判定された場合、前記第１の機器の通信方式の推定結果が所定の通
信方式であるとき、前記第１の機器により生成された送信信号を包絡線検波することで得
られた検波信号に基づいて、前記送信信号の振幅変化を検出し、検出された振幅変化に基
づいて、前記第２の機器が送信してきたデータを復調する第２の復調制御手段とを備える
復調装置である。
【手続補正３】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００１７
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００１７】
　本発明の第１の側面は、動作判定手段が、相互に通信する機器であって、データをＡＳ
Ｋ変調して送信する第１の機器とデータを負荷変調して送信する第２の機器のうち、自分
が前記第１の機器の一部として動作するか、または前記第２の機器の一部として動作する
かを判定し、自分が前記第１の機器の一部として動作すると判定された場合、第１の復調
制御手段が、前記第２の機器により生成された送信信号を直交検波することで得られた同
相信号および直交信号に基づいて、前記送信信号の位相変化を検出し、検出された位相変
化に基づいて、前記第２の機器が送信してきたデータを復調し、自分が前記第２の機器の
一部として動作すると判定された場合、前記第１の機器の通信方式の推定結果が所定の通
信方式であるとき、第２の復調制御手段が、前記第１の機器により生成された送信信号を
包絡線検波することで得られた検波信号に基づいて、前記送信信号の振幅変化を検出し、
検出された振幅変化に基づいて、前記第２の機器が送信してきたデータを復調するステッ
プを含む復調方法である。
【手続補正４】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００１８
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００１８】
　本発明の第２の側面は、相互に通信する機器であって、データをＡＳＫ変調して送信す
る第１の機器とデータを負荷変調して送信する第２の機器のうち、自分が前記第１の機器
の一部として動作するか、または前記第２の機器の一部として動作するかを判定する動作
判定手段と、自分が前記第１の機器の一部として動作すると判定された場合、前記第２の
機器により生成された送信信号を直交検波することで得られた同相信号および直交信号に
基づいて、前記送信信号の位相変化を検出し、検出された位相変化に基づいて、前記第２
の機器が送信してきたデータを復調する第１の復調制御手段と、自分が前記第２の機器の
一部として動作すると判定された場合、前記第１の機器の通信方式の推定結果が所定の通
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信方式であるとき、前記第１の機器により送信信号を包絡線検波することで得られた検波
信号に基づいて、前記送信信号の振幅変化を検出し、検出された振幅変化に基づいて、前
記第２の機器が送信してきたデータを復調する第２の復調制御手段とを備える復調装置を
有し、他の機器から送信された送信信号を、前記復調装置を用いて復調する電子機器であ
る。
【手続補正５】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００１９
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００１９】
　本発明の第１の側面および第２の側面においては、相互に通信する機器であって、デー
タをＡＳＫ変調して送信する第１の機器とデータを負荷変調して送信する第２の機器のう
ち、自分が前記第１の機器の一部として動作するか、または前記第２の機器の一部として
動作するかが判定され、自分が前記第１の機器の一部として動作すると判定された場合、
前記第２の機器により生成された送信信号を直交検波することで得られた同相信号および
直交信号に基づいて、前記送信信号の位相変化が検出され、検出された位相変化に基づい
て、前記第２の機器が送信してきたデータが復調され、自分が前記第２の機器の一部とし
て動作すると判定された場合、前記第１の機器の通信方式の推定結果が所定の通信方式で
あるとき、前記第１の機器により生成された送信信号を包絡線検波することで得られた検
波信号に基づいて、前記送信信号の振幅変化が検出され、検出された振幅変化に基づいて
、前記第２の機器が送信してきたデータが復調される。
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